○立体駐車場の運営について
委員意見票
	監査（検査）
対象
機関・団体
（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）
実施年月日
	平成22年６月14日から
平成22年７月21日まで

	委員意見
大阪府中央卸売市場の場内業者が利用する青果立体駐車場及び水産立体駐車場（以下「立体駐車場」という。）について、使用料収入のほぼ全額が約４割の持分を保有する株式会社大阪府食品流通センター（以下「センター」という。）への賃借料として支出されている。その結果、府出資の６割相当額について投資回収ができていないだけでなく、維持管理に係るコストのほぼ全額を府が負担している状態にある。

利用者が負担する使用料はセンター出資分のみの回収を前提として決定されたものとなっており、適切な受益者負担がなされていないことから、使用料の見直しを検討する必要がある。

また、センター持分の底地に係る行政財産使用料が免除されているが、センターは投資分の回収が図られている状態にあり、免除する必要性があるかについて検討する必要がある。
加えて、立体駐車場の利用率が減少している等の状況を踏まえ、定額の賃料設定等の契約条件について、見直しを検討する必要がある。



	１　背景・現状及び受検機関の対応
(1)　株式会社大阪府食品流通センター（以下「センター」という。）について
センターは、大阪府中央卸売市場（以下「市場」という。）の設立と同時に、主として関連食品卸売団地の設置運営を担う第三セクターとして府が51％を出資し、設立された。市場との関係においては、センターが市場の施設の管理を担ってきたが、平成17年にセンターと市場との関係が見直され、市場が施設の管理を直接担うこととなったため、青果立体駐車場及び水産立体駐車場（以下「立体駐車場」という。）のセンター持分については、市場へ賃貸することとなった。
センターの出資構成は、府が51％、その他は農業協同組合連合会、場内卸売業者等となっており、役員には大阪府中央卸売市場長、環境農林水産部長、場内卸売会社代表者等が含まれ、元大阪府中央卸売市場長が代表取締役社長に就任している。
ここ数年の業績は、以下のとおりである。
                                                     (単位：千円)
　

平成19年度
平成20年度
平成21年度
営業収益
685,373
676,225
652,537
経常利益
106,173
102,047
112,336
法人税等
40,346
43,734
46,897
当期純利益
66,827
63,880
69,151
純資産
1,772,716
1,818,949
1,870,454
　 (2)　立体駐車場事業について
市場の場内業者が利用する立体駐車場（計769区画）は、平成６年に府とセンターが共同で建設・共有している。
構築物の共有持分割合は、府が2,428,375,498分の1,480,238,948（60.96％）、センターが2,428,375,498分の948,136,550（39.04％）となっている。
立体駐車場の底地は府の所有であり、立体駐車場のセンター持分相当に係る底地の行政財産使用料については、平成６年の供用開始当初より免除されている。

(3)　管理運営形態の推移
平成６年の供用開始当初はセンターが立体駐車場の管理・運営を行っていた。その際、府の共有持分について、行政財産使用料の徴収はしていない。
平成17年５月以降は、場内業者の利便性等に配慮しつつ、計画的・効率的な運営を行うために、市場がセンターの持分を年間41,307千円で借受けて一括運営している。
(4)　利用者の使用料について
利用者の使用料設定については、センターが管理・運営を行っていた平成17年以前に、立体駐車場のセンター出資分の回収を基礎として、１台当たり5,250円に設定された。
市場に管理・運営が移管された後も同額に据え置かれているが、この設定料金については、府出資額の回収が考慮されていない。
(5)　賃料収入と契約条件について
センター持分を借受ける対価として、「立体駐車場の帰属及び使用等についての契約書」（以下「契約書」という。）に基づき年間41,307千円を支出している。契約書には、センターについて、底地部分の行政財産使用料の免除（契約書第３条）、維持管理責任の免除（契約書第４条第２項・第３項）、消耗・老朽化等の維持補修責任の免除（契約書第７条第１項）の条項が定められている。
年間使用料収入とセンターへの年間支払賃料の推移は、以下のとおりである。
（単位：千円）
　

平成19年度
平成20年度
平成21年度
利用率
95.1%
90.4%
　86.9%
年間使用料収入総額
46,053
43,785
　42,084
センターへの年間支払賃料
41,307
41,307
41,307
センター持分は全体の約４割に過ぎないにもかかわらず、平成21年度は年間使用料収入のほぼ全額がセンターへの支払賃料となっている。
２　課題
(1)　使用料設定の見直しについて
センター出資部分のみの回収を前提とした使用料では、府出資分の投資が回収できていないだけでなく、維持管理費に係るコストが府の負担となっている。場内業者が営業目的で使用するための施設である以上、受益者たる場内業者が相当のコストを負担すべきであり、適切な受益者負担の観点から、使用料の見直しを検討する必要がある。
現在の使用料設定を継続し、府の負担を前提に場内業者に使用させるのであれば、その目的・必要性について、府民への説明責任が十分に果たされる必要がある。

(2)　センター持分に係る底地の行政財産使用料ついて

行政財産使用料の減免については、公益上の必要性から判断されるところである。立体駐車場のセンター持分に係る底地の行政財産の使用については、駐車場利用に関するコストは受益者である場内業者が負担すべきものであり、センターについても持分対価が支出されている状況において、公益性を認めて使用料を免除する必要性があるかについて、再度検討する必要がある。

(3)　センターとの契約関係について
現在の契約条件においては、利用率の減少による使用料収入の減少、維持補修責任等の不確定要素は、府が負担することとされている。
センターは出資構成・株主構成から府と緊密な関係にあり、このような関係を有する当事者間については、利益が相反する契約関係において、一方が不利益を被ることがないよう、契約条件について十分な検討・説明が求められるところである。
利用率が減少傾向にあり、経年による修繕費用負担増加も想定される状況を踏まえ、センターとの関係で府の負担が過度に大きくならないよう、利用率に応じた賃料設定にする等、契約条件の見直しを検討する必要がある。


○駐車場管理補助業務委託契約について
委員意見票
	監査（検査）
対象
機関・団体
（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）
実施年月日
	平成22年６月14日から
平成22年７月21日まで

	委員意見
大阪府中央卸売市場内の有料駐車場の管理補助業務については、大阪府青果卸売協同組合、大阪府水産物卸協同組合及び大阪府中央卸売市場関連事業者組合三十三会（以下「卸売組合等」という。）に年間6,171千円で委託している。
卸売組合等への随意契約による委託が、管理業務の遂行上必要不可欠なものであるという点、また、委託によって人件費が削減される等、業務の効率化・適正化にとって有効であるかという点が十分に確認できなかった。
卸売組合等への委託がコストを増大させていないかについて、十分に検討されたい。


	１　背景・現状及び受検機関の対応
(1)　委託業務の内容について
大阪府中央卸売市場（以下「市場」という。）の敷地内には1,670区画の月極有料駐車場があり、その管理補助業務を２号随意契約で委託している。委託先は大阪府青果卸売協同組合、大阪府水産物卸協同組合及び大阪府中央卸売市場関連事業者組合三十三会（以下「卸売組合等」という。）で、平成21年度の委託料合計は6,171千円（税込）となっている。

管理業務の内容は、以下のとおりである。

業務内容
所要時間
件数等
積算時間
１
駐車場使用許可書等の配布等
0.5時間
180社
90.0時間
２
使用許可書申請内容チェック
（受付は市場）
10分
1,670区画
278.3時間
３
駐車区画の使用者間調整・割当
1.0時間
180社
180.0時間
４
使用者変更に係る各種調整・事務手続
3.0時間
268件
804.0時間
５
使用者名簿、区画位置の作成・整理
0.5時間
1,670区画
835.0時間
６
自動車保管場所使用承諾証明書のチェック（受付は市場）
0.5時間
128件
64.0時間
７
駐車場使用状況の確認
（月1回の見回り）
0.05時間
×12月
1,670区画
1,002.0時間
８
市場と使用者（卸売組合等の組合員）との連絡調整
0.5時間
×12月
180社
1,080.0時間
計
4,333.3時間
駐車場の常時監視や集金は委託業務に含まれておらず、警備・衛生管理については別途業務委託している。
委託料は上記4,333.3時間に非常勤職員雇用単価5,430円/１日（６時間）、１日当たり交通費2,360円、諸経費15％を加算したもので計6,772千円と積算されており、その後の交渉により最終的には6,171千円で契約された。
(2)　随意契約の理由について
以下の理由により、２号随意契約として委託している。
ア　有料駐車場利用者の大部分を仲卸業者が占め、使用許可の前提となる利用希望の取りまとめ、店舗からの位置等を考慮した駐車区画の調整・割当業務は市場単独で行うことが困難であり、仲卸業者等の業務内容を熟知している卸売組合等の補助が不可欠である。
イ　車庫証明の発行可能な車種であるかの確認業務や、早朝等における駐車場利用に係る苦情・トラブル処理について、卸売組合等で行う方が効率的である。
　　　
２　課題
駐車場利用数が減少傾向にある中、卸売組合等への委託がコストを増大させていないかという点ついて十分に検討されたい。
随意契約の理由として、区画割当に当たって、青果・水産等の業務ごとに業務内容について熟知した者であることが必要とされているが、新規申請区画の割当については平成21年度実績で67区画に過ぎない。また、苦情・トラブルの処理等についても、卸売組合等の組合員が駐車場を利用しているのであれば、卸売組合等が自主的に実施することが相当とも考えられる。
駐車場の管理補助業務がその内容から見て、市場が実施しなければならない事務であって、自身で実施することが不可能であるため、委託することが必要不可欠な性質のものであるとの確証は得られなかった。
必要不可欠ではないが、効率化のために委託するのであれば、市場が実施した場合より効率化されていることについて十分な事前・事後の検討がなされなければならない。しかし、実態は、委託料の基礎となる時間積算について、1件当たり単価・件数等ともに根拠が不明確であり、その妥当性について十分な検討がなされていない。
当該委託契約の必要性を十分に検討するとともに、必要と判断した場合は、その委託業務内容及び委託料の積算内容についても十分に検討し、委託料の削減に努める必要がある。
【参考】
委託先
委託料（千円）
契約期間
契約方法
大阪府青果卸売協同組合
3,052
平成21年４月１日～
平成22年３月31日
２号随契
大阪府水産物卸協同組合
2,925
平成21年４月１日～
平成22年３月31日
２号随契
大阪府中央卸売市場
関連事業者組合三十三会
192
平成21年４月１日～
平成22年３月31日
２号随契
年間駐車場使用料収入の推移　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
平成19年度
平成20年度
平成21年度
使用料収入
142,665
136,479
133,109



○大規模改修計画の見直しについて

委員意見票
	監査（検査）
対象
機関・団体
（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）
実施年月日
	平成22年６月14日から
平成22年７月21日まで

	委員意見
大阪府中央卸売市場が策定した大規模改修計画に含まれる特別高圧受変電設備更新工事については、概算工事費870,000千円と計画されていたところ、主要部分について一般競争入札の結果、実際工事費は418,182千円となる見込みとなり、著しい乖離が発生している。これに伴い、総額59億円で計画されていた大規模改修計画については、55億円に修正された。

大規模改修計画は大阪府中央卸売市場のあり方の検討にも影響を与える情報であり、概算の計画段階においても、可能な限り実態に即した金額をもって計画される必要がある。

現在計画されているその他の工事についても、計画金額の妥当性について、十分調査し、計画の見直しの必要性を検討されたい。


	１　背景・現状
(1)　大規模改修計画について
大阪府中央卸売市場（以下「市場」という。）は、昭和53年の開設から30年以上が経過し、市場の設備の老朽化が進んでいる。平成24年度を目途に指定管理者制度が導入される方向性ではあるが、最低減必要なインフラ整備については対応する必要があり、現時点では高圧受変電設備、昇降機の更新等で総額55億円の大規模改修を計画している。
(2)　工事価格の概要について
大規模改修計画に含まれる特別高圧受変電設備の改修工事については、予算要求に当たり、平成20年８月に見積書等を添付し、市場から公共建築室に工事費概算算出の依頼し、査定を経て870,000千円と工事費概算額が算出された。

その後、平成22年１月に一般競争入札により、主要部分が378,000千円で契約され、未発注部分40,182千円と併せて、現時点での工事費見込は418,182千円となっている。

契約部分の入札書比較予定価格は565,320千円と設定されており、入札状況は以下のとおりである。
＜入札結果＞　　　　　　　　　　　　　　　（金額：千円）
入札金額
消費税等
計
A社
360,000
18,000
378,000
B社
360,000
18,000
378,000
C社
377,000
18,850
395,850
D社
379,000
18,950
397,950
E社
495,000
24,750
519,750
F社
500,000
25,000
525,000
(3)　低価格入札調査について
予定価格と入札価格の差については平成22年１月に低価格入札調査の対象とされた。調査の結果、低価格入札となった主な要因は、材料費について、落札業者が購入品ではなく、自社生産品を使用できることによるためとされ、契約の内容に適合した履行がなされると判断されている。
２　受検機関の対応
市場は、入札の結果を受け、当該契約部分については大規模改修計画の金額を見直し、大規模改修計画の総額を59億円から55億円に修正している。

３　課題
概算工事費と実際工事費が著しく乖離するのであれば、概算工事費による計画そのものの信頼性が失われ、計画を基礎とした意思決定を誤る可能性がある。

計画段階において、実際の契約価格は不確定要素があるため、多少は実際工事費と乖離することはやむを得ない面もある。しかし、多額かつ著しい比率での乖離が生じている事実が発生している以上、一連の手続が定められた手続を経ているとしても、でき得る限りの情報をもって意思決定に有用な計画を策定すべきである。
現在の大規模改修計画にて、高圧変電設備、昇降機設備等で総額55億円の改修工事を計画しているが、今後実施する他の工事についても、概算工事費と実際工事費が大幅に乖離する可能性がないかについて十分調査し、計画の見直しの必要性を検討されたい。




○生ごみ処理の検討課題について
委員意見票
	監査（検査）
対象
機関・団体
（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）
実施年月日
	平成22年６月14日から
平成22年７月21日まで

	委員意見
生ごみ高速減容化処理業務委託契約については、平成22年度末に契約期間が満了し、平成23年４月以降の契約更新についての検討がなされている。
最善の方法を模索した結果、最も有効な方法が採用されるべきであるが、代替案について必要十分な検討がされたという点について確認できなかった。
平成23年度以降の長期的な生ごみ処理の方策について、早急かつ十分な検討が必要である。


	１　背景・現状
(1)　生ごみ高速減容化システムの概要について
大阪府中央卸売市場（以下「市場」という。）においては、排出される廃棄物の焼却処理を茨木市に業務委託しており、茨木市との業務委託契約において、茨木市のごみ処理行政に支障をきたさないよう、廃棄物の減量を図るとともに、ごみ質改善に努める旨が定められている。そのため、生ごみについては一定の減量化処理が必要となっている。
生ごみ高速減容化システム（以下「コンポスト」という。）は、平成13年度に、それまで採用していた破砕・圧縮による水分脱水方式から、微生物分解方式を用いて生ごみを減容化する方法として導入された。コンポスト導入による効果として、生ごみを約90％減量化し、処理物の堆肥化によって環境にも配慮できることが期待されている。
コンポストは、日量25トン規模の処理能力を有する発酵槽が２基設置されているが、実際の生ごみの発生日量は15トン程度である。現在、年間211,890千円でコンポストによる生ごみ高速減容化処理業務を外部委託しており、平成22年度末に契約期間が満了する。
《コンポスト処理量、焼却費用の推移》
処理方法
平成17年度
平成18年度
平成19年度
平成20年度
平成21年度
生ごみ発生量(トン)
4,373
3,688
4,239
4,292
4,337
コンポスト投入量(トン)
4,120
3,688
4,239
3,442
4,092
リサイクル処理量(トン)
0
33
32
83
162
コンポスト排出
焼却処理量（トン）
673
530
456
350
274
その他焼却処理量（トン）
9,630
8,729
8,845
9,120
8,284
焼却処理総量計（トン）
10,303
9,259
9,301
9,470
8,558
焼却単価（円／トン）
11,700
11,700
11,700
11,700
6,000
焼却経費（千円）
120,546
108,330
108,822
110,802
51,349
○平成20年度のコンポスト不調のため焼却処理した生ごみ量 850トンはその他焼処理量に含む。
○平成21年度のコンポスト改修工事に伴い焼却処理した生ごみ量245トンはその他焼却処理量に含む。
(2)　契約更新についての検討
契約期間満了を控え、平成19年度から契約期間満了後の生ごみ処理業務のあり方の検討を行うため、「生ごみ高速減容化処理業務のあり方検討会」を設置し、平成20年12月に中間とりまとめが行われている。
中間とりまとめでは、コンポストの業務委託契約を継続する場合と、平成13年に中間処理施設を建設していた場合の経費比較が報告されている。契約を更新する場合、現在とほぼ同額の委託料が必要であると見込まれ、他方、中間処理施設を建設した場合については、それ以上の経費が必要とされているが、これ以外の代替案についての十分な検討はなされていない。

また、平成23年４月以降にコンポストを使用する場合には、120,000千円の大規模補修が必要となり、コンポストに含まれる発酵槽等の大型設備に関しては、大規模補修及び部分的補修を継続的に実施したとしても、性能を維持できるのは平成27年度末が限界との見解が示されている。
《生ごみ処理経費の比較》
（単位：千円）
処理方法
業務
委託料
建設費
充当額
運転
経費
人件費
メンテ
ナンス費
ごみ分別作業経費
鮪あら処理費
生ごみ焼却処理費
合計
コンポスト：Ａ
195,390
0
0
0
0
19,378
0
4,224
218,992
中間処理施設：Ｂ
0
119,000
63,827
19,650
13,109
19,378
4,800
19,642
259,406
差額（Ａ－Ｂ）
195,390
▲119,000
▲63,827
▲19,650
▲13,109
0
▲4,800
▲15,418
▲40,414
○施設建設費用：中間処理施設更新建設費用1,785,000千円
○中間処理施設の稼動期間は、15年とする。（「中間とりまとめ」による。）
○年間のメンテナンス費は建設費の0.7344％（市場施設使用料算定におけるメンテナンス料率）とする。
　　　　※コンポストのメンテナンス料（委託料に含む。）：約230,000千円(平成13年度～平成22年度合計）
　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　年 23,000千円
○ごみ分別作業は、中間処理施設の場合でも分別作業経費が必要。
○生ごみ焼却処理費の計算
　  　　・中間処理施設：4,092トン×0.8(脱水率20％)×6,000円/トン＝19,642千円(試算額)
　　　・コンポスト：704トン×6,000円/トン＝4,224千円
　　　　※平成21年度のごみ発生量【一般ごみ：8,116トン、生ごみ4,092トン(減容後704トン)】
(3)　平成21年度監査における確認事項
平成21年度の監査において、コンポストの検討課題として以下の２点を確認している。
ア　契約期間満了にかかる今後の見直し検討
コンポストの運営経費は市場の財務的健全運営に重大な影響を及ぼすことから、次期契約に当たっては、生ごみの処理方法の費用対効果を見極めることはもとより、施設規模及び契約金額の妥当性を慎重に検討すべきである。なお、中間処理施設を建設した場合とコンポストとの比較検討については、コンポストの契約期間10年で投資効果を比較しているが、従前の中間処理施設は20年間使用しており、現実の使用可能年数を考慮することも必要である。
イ　コンポストによる処理業務委託契約書条項の再検討
当該業務の受託業者は90％の生ごみ減容率を性能保証しているところ、実際に施設不具合による生ごみ受入れ停止の事態となっても、追加の焼却費部分を委託料より差し引く契約となっている。受託業者の責に帰すべき事由により設備が使用できなくなった場合の責任範囲を明確にするなど、より有効な契約条項を検討されたい。
２　受検機関の対応
市場では、「生ごみ高速減容化処理業務のあり方検討会」の検討結果を踏まえ、効率的な方策を引続き検討することとしているが、契約期間満了を直前に控えているにもかかわらず、方向性が定まっていない状況にある。
３　課題
焼却費とコンポスト委託経費の合計で比較すれば、一般ごみの焼却費用がトン当たり6,000円となっているのに対し、コンポストを経由した生ごみについてはトン当たり50,000円を超過している。減容化努力により、従来トン当たり11,700円の焼却費が平成21年度からトン当たり6,000円に引下げられ、環境面での効果もあるものの、処理単価に著しい差が発生しており、生ごみ処理コストの削減が重要な課題である。
コンポストの平成23年度以降の使用には多額の補修費用が必要となり、補修したとしても長期間の使用には耐えることができない。また、処理能力については、急激に市場取扱量の増加が見込まれる状況ではないにもかかわらず、日量15トン程度の生ごみ発生量に対し、日量50トン程度の処理能力があり、大幅な超過能力を有している状態にある。
このような状況は平成20年12月の中間とりまとめの時点では既に明らかであり、早期に費用対効果の高い代替案の検討がなされるべきであって、結論としてコンポストを継続する場合においても、比較交渉材料として使用すべきであった。
中間とりまとめでは、平成13年時点で中間処理施設を建設していた場合とコンポストを継続した場合との経費について比較検討をしている。しかし、本来、議論すべき点は、平成23年度の契約更新時点で新たな代替案を採用するのか、又は平成27年度まで補修を継続して使用し、平成27年度に新たな処理方法を採用するのか、いずれが費用対効果の面で優れているかという点である。
平成23年度以降のコンポストの契約更新について契約金額、契約書条項の十分な検討はもとより、長期的な生ごみ処理の方策について、早急かつ十分な検討が必要である。



○仲卸業者直接集荷許可制度について
委員意見票
	監査（検査）
対象
機関・団体
（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）
実施年月日
	平成22年６月14日から
平成22年７月21日まで

	委員意見
平成21年度の監査指摘事項とされた仲卸業者の直接集荷制度における業者指導に関して、十分な改善が見られない。
仲卸業者の直接集荷については、卸売市場として求められている価格形成機能の発揮、公正な取引の確保のために、卸売市場法において原則として禁止とされており、直接集荷するためには開設者の許可が必要とされている。卸売市場の機能に直接関わる制度であり、制度の趣旨に沿って運用されるよう、必要な事務処理体制を構築し、場内業者に対する指導を徹底されたい。
また、仲卸業者の直接集荷実績の届出書が期日までに提出されていないことにより、売上高割使用料が適時に計上できていないものがあった。場内業者への指導と併せて、適切に処理されるための内部統制の構築を検討する必要がある。


	１　背景・現状及び受検機関の対応
(1)　平成21年度の監査指摘事項について
大阪府中央卸売市場（以下「市場」という。）の仲卸業者が、市場の卸売業者を通さず、直接生鮮食料品等を買い入れて小売業者等に販売する場合は、事前に知事の許可を受けなければならない。また、当該直接集荷生鮮食料品等を販売したときは、翌月10日（平成22年４月１日から翌月末に変更）までに知事に届け出る必要がある。これらについて違反しているものがあった。
さらに、許可申請書に書類上の不備があるにもかかわらず、許可しているものがあった。また、直接集荷品販売届出書の提出が遅れているため、決算における売上高割使用料が当該年度に計上されず、翌年度にずれ込んで計上されており、市場が毎月公表している月別販売金額（取扱高）が不正確になっているものがあった。
(2)　今年度の未改善事項
ア　仲卸直接集荷許可制度の運用について
直接集荷の許可は、市場の卸売業者が取り扱っていない生鮮食料品等を買い入れるため、又は、市場の卸売業者の取扱量では、十分に需要を満たすことができない等の理由がある場合に許可されるものであるため、本来、仲卸業者が提出する直接集荷許可申請書は、許可要件を満たすか否かを明確に判断できるように記載すべきものである。しかし、不備のある書類を確認する事務処理体制が十分ではなく、記載事項とされている「買入予定主要品目」欄、「産地又は買入先の所在地」欄及び「買入予定数量」欄に未記入があるにもかかわらず、許可しているものが散見された。
イ　業者の売上報告の遅れと売上の期間帰属
仲卸業者の直接集荷実績の届出書の一部が決算期を越えて提出されているため、市場の売上高割使用料の計上が遅れ、その結果、請求及び入金も遅延する状況となっている。
平成21年度に係る直接集荷売上高（青果125百万円、水産143百万円）が、平成22年度扱いとなり、対応する売上高割使用料67万円が平成22年度の計上となっている。この一部については、平成22年２月以前売上分が含まれており、平成21年度の売上高割使用料として計上されるべきものである。
(例）
【青果　Ａ業者】　
平成21年12月分から平成22年３月分まで（直接集荷53百万円）を平成22年４月に一括提出
【水産　Ｂ業者】
平成21年４月分から平成22年２月分まで（直接集荷50百万円）を平成22年５月に一括提出
２　課題
(1)　直接集荷許可制度の運用について
現状、仲卸業者の直接集荷に対する市場の指導監督機能については、大阪府中央市場業務規程第44条、同施行規則第58条及び大阪府中央卸売市場仲卸業者の直接集荷要綱第２に定められている。

仲卸業者の直接集荷については、価格形成機能の発揮、公正な取引の確保のために、卸売市場法において原則として禁止とされており、直接集荷するためには開設者の許可が必要とされている。市場については大阪府中央市場業務規程第44条、同施行規則第58条及び大阪府中央卸売市場仲卸業者の直接集荷要綱第２に定められている。

市場の機能に直接関わる制度であり、制度の趣旨に沿って運用されるよう、必要な事務処理体制を構築するとともに、場内業者に対する指導を徹底し、制度を運用する必要がある。
(2)　直接集荷実績の届出書の入手漏れの防止方法
現状、仲卸業者の直接集荷実績の届出書である直接集荷品販売届出書は、直接集荷を実施した場合、提出するように定められており（大阪府中央卸売市場業務規程第44条第５項）、直接集荷品販売届出書を漏れなく適時に入手し、売上高割使用料の期間帰属を適切に処理するための内部統制の構築についても、業者への指導と併せて検討する必要がある。
（参考）
大阪府中央卸売市場業務規程
第20条（仲卸業務の許可）
中央市場において仲卸しの業務を行おうとするものは、知事の許可を受けなければならない。
第44条（仲卸業者の業務の規制）
２　仲卸業者は中央市場内においては、第20条第１項の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等を中央市場の卸売業者以外の者から買い入れて販売してはならない。ただし、当該生鮮食料品等を中央市場の卸売業者から買い入れることが困難であって、次の各号に掲げる要件のいずれかに該当するときは、この限りでない。
(1) 仲卸業者が、規則で定めるところにより、知事の許可を受けていること。　
３　前項第１号の許可を受けようとする仲卸業者は、規則で定めるところにより、申請書を知事に提出しなければならない。
５　第２項第１号の許可を受けた仲卸業者は、その許可に係る生鮮食料品等の全部を販売したときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。
大阪府中央卸売市場業務規程施行規則
第58条　知事は、業務規程第44条第２項第１号の許可の申請が、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、当該許可をしてはならない。
(1)　卸売業者が、通常の取引において、中央市場の仲卸業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等の卸売をしていない場合
(2)　卸売業者が通常の取引において行う卸売が、中央市場の仲卸業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等について、その仲卸業者の需要を十分に満たすことができない場合
(3)　仲卸業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等について、通常の取引において、中央市場の卸売業者からの買い入れでは、中央市場の卸売業者以外の者から買い入れる場合より当該生鮮食料品等を取り扱う仲卸売業にとって著しく不利益となる場合
２　業務規程第44条第３項の申請書の提出は、仲卸業者の直接集荷許可申請書(様式第26号)により行わなければならない。
３　業務規程第44条第５項の規定による届出は、仲卸業者の直接集荷品販売届出書(様式第27号)により行わなければならない。
大阪府中央卸売市場仲卸業者の直接集荷要綱（平成22年３月31日以前）
第２　申請手続
仲卸業者が直接集荷をしようとするときは、直接集荷許可申請書（規則様式第26号）を当該生鮮食料品等の受渡し日の30日前から３日前までに知事に提出しなければならない。ただし、特別の事情があると認められるときは、直接集荷許可申請書により、あらかじめ包括申請することができる。
第４　販売の届出
規則第58条第３項の届出は毎月10日までに前月中の実績を直接集荷品販売届出書（規則様式第27号）により、知事に提出する。
大阪府中央卸売市場仲卸業者の直接集荷要綱（平成22年４月１日以降）
第２　申請手続
仲卸業者が直接集荷をしようとするときは、直接集荷許可申請書（規則様式第26号）を当該生鮮食料品等の受渡し日の30日前から３日前までに知事に提出しなければならない。ただし、年間を通じて計画的に直接集荷しようとするときは、直接集荷許可申請書により、あらかじめ包括申請することができる。
第４　販売の届出
規則第58条第３項の届出は毎月末までに前月中の実績を直接集荷品販売届出書（規則様式第27号）により、知事に提出する。



PAGE  

